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収 益 収 入 :租税、料金、対価 (Entge■)
費 用 支 出 :給料、物件費的行政費、利息
非 収 益 収 入 :
1.債務収入 :公債発行
2。 償還収入 :債権の返済受領、 (貨幣による)積立金有高からの引き出し
3.貯蔵収入 :不動産の売却からの収入金








非貨幣収入 貨 幣 収 入 貨 幣 支 出 非貨幣支出|    |
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貨幣 -1又益収入=貨幣有高 +(積極項目 十),
非貨幣―収益収入=債権 +(積極項目 +),



















幣有高 一,非貨幣―償還支出に対する非貨幣―債務収入 (=借り換え :短期
的債務 一,長期的債務 +):貨幣債務収入 (/AN債発行):貨幣有高 十,債務 十,
貨幣―償還支出 (公債償還)貨幣有高 ―,債務 一がそれである。
D.決算影響の裁量的形成D













概念であって、「たとえば、有機的貸借対照表 (orga?SChe Bilanz)、動的貸借対照表 (dynamおche
Bilanz)、指数マルク貸借対照表 (Indcxmarkbilanz)静的貸借対照表 (sta?sche Bllanz)あるいは
経済性の表現としての成果 (Erfolg als Ausdruck der Winscha■lichk ■)、 収益性の表現としての成






























































a)貨 幣 ・・ 00・00・・
b)非貨幣 ・・ 。・ 0・・ 。・
2.債務 収 入
a)貨 幣 ・・・・・・ 。・・
b)非貨幣(例:公債発行差金)1
3.償還 収 入
a)貨 幣 0。・ 0000・・
b)非貨幣 (例:貸倒れ損失)1)
4.貯蔵 収 入
a)貨 幣 ・・・・・・・ 00
b)非貨幣 (例:減価償却)・・
IB。支 出 の 種 類
l.費用 支 出
















今年度 ・ 0・・・・・・ (
Ⅲ。当年度末 :
戻し計算項目
収益収入 ・・・ 00・・ |
費用支出 ・・・・・・・ (
追加計算項目
収益収入 ・・ 。・・ 0・ `






















































債  権 十
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前年度か らの収入残余額 と支出残余額 は経常予算 に属す る。 ちなみに、



















1.収入        2。 支 出
a)継続 的 収 入        a)継続 的 支 出
手数料と分担金          人件費的行政支出
賃貸料、地代、利息、償還、     物件費的行政支出
事業からの別途収入        日的支出
その他の収入           債務用役 (利息と償還)
積立金の計上 (補給)
その他の支出
b)一回 的 収 入       b)一回 的 支 出















































































































































































































(ZlllF 32 Jahrg Hc貴Ⅳ )
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象が生じ、それによって貸借対照表項 目間交換 (貨幣有高 一、固定資産 十 )








は、予算残余額 ―F」1当金 (Haushaltsrcst―Ru kstellung)と呼ばれる消極項目が
その非貨幣支出に対応する。このことは、翌年度における予算残余額の貨幣
的支出を保障するために、それに対応する貨幣の同時的封鎖によって達成で









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































特 別 予 算
2.校舎 拡 張 工 事
10)とりわけ啓発的であるのは、Rdchenbach i V,Oranたnbaum(AnhJt)である。
11)この試みは、ヨーンスの指導のもとに、グローフェン・ノイス行政区 (Rhld)について実施された。






























































































































と (das Denkcn in Ehnahmen und Ausgaben)である。この収支思考は、商人は
収入と支出の概念を商人にとって比較的重要ではない現金領域についてだけ
使用し、そうでない場合は、常に借方 (Soll)と貸方 (Haben)と費用 (Auttand)







































最 も重要な新 しい種類の貸借対照表グループの名称は、「投資 とその財務」












































































Lchrgang der Wirtschattshochschule-2。Au■。,Bd.H,Liefertlng 4。Ber in‐Wien 1937.)
のいわば再論であって、本論文の中核部分は、Ⅱ.地方自治体予算の収入と
支出ならびにⅢ.包括計算の形式的構成である。
とはいえ、彼が収支計算論を基礎理論として敢えて強調したゆえんは、そ
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れまでの地方自治体の予算計算が単式簿記的に、あるいは (純粋の)カメラー
ル簿記的に処理され、それゆえ、計算事象がもつ二重的性格の認識にもとづ
く処理がなされなかったためである。ただし、注意すべきことは、彼は複式
簿記原理を地方自治体の財政的計算にそのまま適用するのではなく、複式簿
記原理をあくまでも収支計算的に解釈し、それを理論展開の基礎に置いてい
る、ということである。
ヨーンスの財政的貸借対照表の目標は、次の二つに要約できるであろう。
第一に、経常予算でおこなわれる計算の本質は彼のいう財政的成果計算であ
るが、この計算は財政的貸借対照表の作成のための基礎資料を提供するもの
として考えられている。第二に、経常予算から導かれる貸借対照表項目を特
別予算から導かれる貸借対照表項目を統合することである。以上によって彼
は、公的貸借対照表の本質を財産貸借対照表観 (ないし、静態論的貸借対照
表観)として認めないばかりではなく、成果貸借対照表 (ないし動態論的貸
借対照表観)としても認めない。ちなみに、彼の地方自治体の包括理論にお
いては、動態論では当然に主張される減価償却は必然性を見出すことはでき
ない。 したがって彼は、いわば第二の動的貸借対照表論いわば独自の資金貸
借対照表論を展開したともいえるのである。
彼の財政的貸借対照表の目標とするところは、財政における資金補償過程
の表示である。すなわち、公共財に関する投資とその投資にかかわる究極的
資金補償と暫定的資金補償 (ないし債務)の対照表示にあることは、以上の
論述から明らかである。とくに、貸借対照上の構成についての、4グループ
に分割する提案は、彼の資金補償理論の帰結ともいえるものであろう。論者
によっては、ヨーンス理論は公会計における財務的側面ないし貨幣的側面が
強調されすぎているとされているが、このことは公的経済すなわち財政にお
ける計算の必然的結果でもある。
そうではあっても、公的経済における物的ス トック (物的財産)について
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の会計情報をかくも完全に無視してもよいのかという問題が残されるであろ
う。もっとも、そのことによって彼の貨幣収支理論の価値が全く失われると
いうものではない。ヨーンスの包括理論は、地方自治体会計理論がいわば非
体系的かつ不毛であった当時において、きわめて示唆に富んだ提案であった。
しかし、彼の理論は、公会計についての再検討ないし公会計理論の再構築の
必要性が喚起されている現在においても、一つの方向づけを可能にする有効
な理論であるといえるのである。
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